




議案第４７号 令和　　年　　月　　日議決

　（総則）

第１条　令和６年度津市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 戸

⑵ ㎥

⑶ ㎥

⑷ 汚水管渠建設工事

雨水管渠建設工事

雨水ポンプ場建設工事

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入
単位　千円

第１款 下水道事業収益

　第１項

　第２項

　第３項

支　　　　　　出
単位　千円

第１款 下水道事業費用

　第１項

　第２項

　第３項

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

　的支出額に対し不足する額 3,458,729千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補塡

　するものとする。）。

11,771,526

特 別 損 失

10,502,124

8,982,405

5,108

161,000

1,108,402

令和６年度津市下水道事業会計予算

接 続 戸 数

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

76,191

主要な建設改良事業

13,048,449

4,060,936

年 間 総 排 水 量 17,554,000

一 日 平 均 排 水 量 48,093

営 業 収 益

－ 1 －－ 1 －



収　　　　　　入
単位　千円

第１款　資本的収入

　第１項

　第２項

　第３項

　第４項

支　　　　　　出
単位　千円

第１款　資本的支出

　第１項

　第２項 流域下水道建設負担金

　第３項 企業債償還金

　第４項

　（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債

　権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ65,551千円及び

　180,563千円である。

　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。
単位　千円

　（債務負担行為）

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

　定める。

1,430,000

令和６年度 12,000

款 事業名項

企 業 債

年 割 額

負 担 金

補 助 金

建 設 改 良 費

総額

7,252,703

110,845

2,504,080

基 金 繰 入 金 4,778

投 資

443,000

10,711,432

5,133,746

261,644

5,309,625

年 度

令和７年度

令和８年度

800,000

6,417

工事等に伴い発生する産業廃棄物について
三重県産業廃棄物税条例により排出事業者
が納付した産業廃棄物税のうち当該工事等
に係る額

11,994千円

期 間 限 度 額

令和７年度

令和６年度

産業廃棄物税負担事業

水洗便所改造資金融資に
伴う損失補償

１ 資本的支出 １ 建設改良費 845,000

桜橋ポンプ場ポンプ
設備（１号ポンプ等）
改築事業

事 項

618,000

令和７年度 400,000

１ 資本的支出

令和６年度 2,000

令和８年度

4,633,000

１ 建設改良費
半田川田第２雨水幹
線築造事業

－ 2 －
－ 2 －
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単位　円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,276,247,550

減価償却費 6,217,433,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 26,457,000

長期前受金戻入額 △ 4,133,060,000

その他雑収益 △ 231,988,227

受取利息及び受取配当金 △ 2,000

支払利息 862,707,000

未収金の増減額（△は増加） 23,583,910

未払金の増減額（△は減少） △ 29,507,780

引当金の増減額（△は減少） 174,538,976

有形固定資産除却費 3,000

小　　　　計 4,186,412,429

受取利息及び受取配当金 2,000

支払利息 △ 862,707,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,323,707,429

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 4,974,407,228

無形固定資産の取得による支出 △ 237,858,183

基金への積立による支出 △ 6,417,000

国庫補助金等による収入 1,644,892,000

一般会計からの繰入による収入 859,188,000

負担金による収入 110,845,000

基金の処分による収入 4,778,000

投資による支出 △ 9,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,598,988,411

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 2,000,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 2,000,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 4,633,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,309,622,465

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 676,622,465

資金増加額（又は減少額） 48,096,553

資金期首残高 1,509,654,136

資金期末残高 1,557,750,689

令和６年度津市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

　（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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3 給料及び手当の状況

大 学 卒 196,200 196,200

区 分 企　　　　業　　　　職　　　　（円）
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 等 （ 円 ）

　（2）　初任給

高 校 卒 170,900 170,900

（前      年      度） 平 均 年 齢 (歳） 42.63

　（1）　職員１人当たり給料

区　　　　　　　　　　分 企　　　　業　　　　職

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 料 月 額 (円） 326,818

（本      年      度） 平 均 年 齢 (歳） 43.56

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 料 月 額 (円） 316,894

－ 14 －－ 14 －
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左の財源内訳

期 間 金 額
下 水 道
使用料等

千円 千円 千円

水洗便所改造
資金融資に伴
う損失補償

11,994 全　　額

産業廃棄物税
負担事業

工事等に伴い発
生する産業廃棄
物について三重
県産業廃棄物税
条例により排出
事業者が納付し
た産業廃棄物税
のうち当該工事
等に係る額

全　　額

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

期 間 金 額

千円

令和６年度
限度額
以　内

令和７年度
限度額と
同　　じ

－ 24 －
－ 24 －



単位　円

1

イ 5,092,638,892

ロ 3,970,274,843

△ 1,916,376,973 2,053,897,870

ハ 196,843,932,285

△ 44,754,870,172 152,089,062,113

ニ 8,265,701,743

△ 4,445,186,260 3,820,515,483

ホ 6,024,490

△ 2,593,101 3,431,389

ヘ 6,335,894

△ 2,921,491 3,414,403

ト 8,029,897,491

171,092,857,641

イ 11,324,696,264

ロ 10,696,000

11,335,392,264

イ 6,594,000

ロ 39,947,601

ハ 25,020

46,566,621

182,474,816,526

2

1,557,750,689

729,495,661

△ 78,706,465

650,789,196

2,208,539,885

184,683,356,411

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

固 定 資 産 合 計

基 金

流 動 資 産

投資その他の資産合計

そ の 他 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投資その他の 資産

出 捐 金

電 話 加 入 権

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

(2) 無 形 固 定 資 産

工具､器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

資　　産　　の　　部
固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

令和６年度津市下水道事業予定貸借対照表
　（令和７年３月３１日）

－ 25 －－ 25 －



3

イ
58,274,427,544

58,274,427,544

イ 559,895,098

559,895,098

58,834,322,642

4

5,296,021,499

5,296,021,499

1,053,808,272

イ 34,824,000

ロ 6,880,000

41,704,000

57,686,919

6,449,220,690

5

126,422,525,418

△ 36,907,407,334

89,515,118,084

154,798,661,416

6 24,391,247,878

7

イ 3,708,220,052

ロ 322,694,016

ハ 1,784,000

ニ 128,338,084

ホ 56,163,415

4,217,199,567

1,276,247,550

1,276,247,550

5,493,447,117

29,884,694,995

184,683,356,411

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

イ
当年度未処分利益

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

資　　本　　の　　部

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

(2)
長 期 前 受 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

(4) そ の 他 流 動 資 産

引 当 金 合 計

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 に 要 す る

企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

建 設 改 良 に 要 す る
企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 引 当 金

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

(1) 企 業 債

－ 26 －－ 26 －



単位　円

1

(1) 2,190,797,274

(2) 1,320,133,000

(3) 1,541,000 3,512,471,274

2

(1) 236,380,392

(2) 43,691,820

(3) 47,594,824

(4) 123,415,413

(5) 526,959,888

(6) 140,232,007

(7) 23,628,638

(8) 107,024,003

(9) 215,674,483

(10) 1,287,534,546

(11) 5,638,955,000

(12) 4,000 8,391,095,014

4,878,623,740

3

(1) 2,831,263,000

(2) 18,850,000

(3) 2,109,000

(4) 3,746,437,000

(5) 473,472,887 7,072,131,887

4

(1) 802,709,000

(2) 12,225,000

(3) 326,223,181 1,141,157,181 5,930,974,706

1,052,350,966

5

(1) 2,904,546 2,904,546

6

(1) 2,113,076 2,113,076 791,470

1,053,142,436

0

1,053,142,436

処 理 場 費

令和５年度津市下水道事業予定損益計算書

　（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚 水 管 渠 費

雨 水 管 渠 費

汚 水 ポ ン プ 場 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

県 補 助 金

委 任 業 務 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

補 助 交 付 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

－ 27 －－ 27 －
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単位　円

1

イ 250,596,661

ロ 11,172,061,081

0 11,172,061,081

ハ 384,611,363

0 384,611,363

11,807,269,105

(2)

イ 38,308,601

38,308,601

11,845,577,706

2

(1) 115,012,000

(2) 65,551,000

0

65,551,000

180,563,000

12,026,140,706

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

基 金

投資その他の資産合計

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資　　産　　の　　部
固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

令和６年度津市３事業予定開始貸借対照表
　（令和６年４月１日）

－ 30 －－ 30 －



3

イ
1,310,117,729

1,310,117,729

1,310,117,729

4

276,999,777

276,999,777

180,563,000

457,562,777

5

7,831,840,391

0

7,831,840,391

9,599,520,897

6 2,282,601,411

7

イ 144,018,398

144,018,398

0

0

144,018,398

2,426,619,809

12,026,140,706

イ
当年度未処分利益

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資　　本　　の　　部

(1) 長 期 前 受 金

(2)
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

(2) 未 払 金

企 業 債 合 計

イ
建設改良に要する

企 業 債

流 動 負 債

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

建設改良に要する
企 業 債

企 業 債 合 計

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

(1) 企 業 債

－ 31 －－ 31 －
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節 予定額（千円） 備 考

3 5,108

1
過 年 度 損 益
修 正 益

1

過 年 度 損 益
修 正 益

1 過年度下水道使用料調定増ほか

2 その他特別利益 5,107

退職給付引当金
戻 入

1 退職給付引当金の戻入

賞与引当金戻入 3,676 賞与引当金の戻入

法定福利費引当金
戻 入

730 法定福利費引当金の戻入

消費税及び地方消
費 税 還 付 金

700
前年度の消費税及び地方消費税還
付金

節 予定額（千円） 備 考

1 11,771,526

1 10,502,124

1 汚 水 管 渠 費 240,321

給 料 32,045 職員10名分給料

手 当 17,282 通勤手当、期末勤勉手当ほか

法 定 福 利 費 9,441 市町村職員共済組合負担金ほか

旅 費 9 職員出張旅費

備 消 品 費 69 汚水管渠維持管理用備消品費

印 刷 製 本 費 67 事務用印刷製本費

通 信 運 搬 費 7,226
マンホールポンプ非常通報装置通
信料

委 託 料 88,268 汚水管堆積物除去業務委託料ほか

手 数 料 30 消火器処分手数料ほか

賃 借 料 97 汚水管埋設用地賃借料ほか

修 繕 費 50,816 マンホールポンプ設備修繕費ほか

動 力 費 26,262 マンホールポンプ電力料

材 料 費 2,689 汚水管渠維持補修用材料費

負 担 金 26 講習等負担金ほか

保 険 料 846 下水道賠償責任保険料ほか

支　　　　　　出

款　　　項 目

特 別 利 益

収　　　　　　入

款　　　項 目

下水道事業費用

営 業 費 用
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節 予定額（千円） 備 考

施 設 利 用 権
減 価 償 却 費

539,083
中勢沿岸流域下水道施設利用権減
価償却費

14 資 産 減 耗 費 3

固定資産除却費 3 固定資産除却費

2 1,108,402

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

862,707

企 業 債 利 息 862,707 企業債等に係る利息

2 補 助 交 付 金 12,044

浄 化 槽 設 置
事 業 補 助 金

3,863
下水道予定処理区域内浄化槽設置
事業補助金

雨水流出抑制施設
補 助 金

1,400
浄化槽雨水貯留施設転用補助金ほ
か

一括納付報奨金 6,781 受益者負担金等一括納付報奨金

3 雑 支 出 233,651

そ の 他 雑 支 出 233,651
特定収入に係る消費税及び地方消
費税

3 161,000

1
過 年 度 損 益
修 正 損

3,734

過 年 度 損 益
修 正 損

3,734 過年度下水道使用料調定減ほか

2 その他特別損失 157,266

貸倒引当金繰入額 1,494
前年度末で将来発生が見込まれる
貸倒に備える費用

賞与引当金繰入額 2,477
当年度期末勤勉手当等の支給に係
る前年度相当分

法定福利費引当金
繰 入 額

491
当年度期末勤勉手当に係る法定福
利費の前年度相当分

退職給付引当金
繰 入 額

150,248
前年度末までの退職給付引当金見
込額

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,556
前年度の消費税及び地方消費税納
付金

特 別 損 失

支　　　　　　出

款　　　項 目

営 業 外 費 用
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節 予定額（千円） 備 考

委 託 料 141,178 図面作成業務委託料ほか

賃 借 料 10,555 事務用機器等賃借料ほか

修 繕 費 67 備品修繕費

工 事 請 負 費 2,116,625 汚水管渠建設等工事費

補 償 金 770,012
汚水管渠建設等工事に係る支障物
件移設補償金

2 雨水管渠建設費 1,664,089

給 料 28,396 職員7名分給料

手 当 21,946 通勤手当、期末勤勉手当ほか

法 定 福 利 費 10,468 市町村職員共済組合負担金ほか

旅 費 158 職員出張旅費

備 消 品 費 440 事務用備消品費

印 刷 製 本 費 600 事務用印刷製本費

委 託 料 72,400 図面作成業務委託料ほか

手 数 料 800 不動産鑑定手数料

賃 借 料 4,224 事務用機器等賃借料ほか

修 繕 費 57 備品修繕費

工 事 請 負 費 1,484,200 雨水管渠建設等工事費

補 償 金 40,400
雨水管渠建設等工事に係る支障物
件移設補償金

3
雨 水 ポ ン プ 場
建 設 費

163,400

委 託 料 161,400 図面作成業務委託料ほか

工 事 請 負 費 2,000 ポンプ設備築造工事費

4 固定資産購入費 1,718

車 両 運 搬 具 1,709 公用車購入費

預 託 金 9 公用車リサイクル預託金

5
市 営 浄 化 槽
建 設 費

100,352

給 料 9,919 職員3名分給料

手 当 7,328 通勤手当、期末勤勉手当ほか

法 定 福 利 費 3,089 市町村職員共済組合負担金ほか

備 消 品 費 140 事務用備消品費

印 刷 製 本 費 42 事務用印刷製本費

支　　　　　　出

款　　　項 目
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節 予定額（千円） 備 考

手 数 料 924 浄化槽法定検査手数料

工 事 請 負 費 78,910 浄化槽整備工事費

6
共 同 汚 水 処 理
施 設 建 設 費

9,983

工 事 請 負 費 9,983 共同汚水処理施設整備工事費

2 261,644

1
流域下水道建設
負 担 金

261,644

流 域 下 水 道 建 設
負 担 金

261,644 中勢沿岸流域下水道建設負担金

3 5,309,625

1 企 業 債 償 還 金 5,309,625

企 業 債 償 還 金 5,309,625 企業債元金償還金

4 6,417

1 基 金 6,417

基 金 6,417 基金積立金

流域下水道建設
負 担 金

支　　　　　　出

款　　　項 目

投 資

企 業 債 償 還 金
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注　記

 Ⅰ．重要な会計方針

１ 　固定資産の減価償却の方法

　 （１）　有形固定資産

　・　減価償却の方法 定額法による

　・　主な耐用年数

　　　建物 １５年～５０年

　　　構築物 １０年～６０年

　　　機械及び装置 　８年～２０年

　　　車両運搬具 　４年～６年

　　　工具、器具及び備品 　３年～１５年

（２）　無形固定資産

　・　減価償却の方法 定額法による

　・　主な耐用年数

　　　流域下水道施設利用権 ２０年～５０年

２ 　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

（２）　賞与引当金

（４）　貸倒引当金

３ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する記載

 Ⅲ．予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る他会計の負担

　　

　令和６年度より、市営浄化槽事業、共同汚水処理施設事業及び農業集落排水事業（「３事業」と
いう。）について、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　令和６年度より、３事業について、地方公営企業会計基準を適用したため、予定開始貸借対照
表と予定貸借対照表をもとにキャッシュ・フロー計算書を作成しており、資金期首残高には、資金
前年度末残高1,394,642千円に115,012千円を加えている。

　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相
　　当する金額を計上している。

　　　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額
　　に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に
　　おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計
　　上している。

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、6,009,896,999円で
ある。

（３）　法定福利費引当金
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 Ⅳ．セグメント情報の開示

１ 　報告セグメントの概要

２ 　報告セグメントごとの営業収益等

　令和６年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）

公共下水道
事業

市営浄化槽
事業

共同汚水処理
施設事業

農業集落排水
事業

合計

3,482,800 98,247 107,473 116,330 3,804,850

8,710,788 520,019 303,772 615,308 10,149,887

△ 5,227,988 △ 421,772 △ 196,299 △ 498,978 △ 6,345,037

1,203,525 74,512 20,420 132,925 1,431,382

173,046,275 1,840,398 1,502,425 8,294,259 184,683,357

145,746,144 1,682,434 1,359,328 6,010,756 154,798,662

5,527,744 385,872 140,853 452,616 6,507,085

5,706,605 112,647 75,885 322,296 6,217,433

4,408 500 200 5,108

89,629 38,478 14,741 17,394 160,242

4,897,994 93,148 9,076 5,000,218

 Ⅴ．

１ 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　  １年内

２ 　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

 　 １年内
 　 １年超
 　 計

３ 　リース会計に係る特例措置

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっている。

　特別利益

営業費用

営業損益

　 下水道事業会計は、公共下水道事業、市営浄化槽事業、共同汚水処理施設事業及び農業集
落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメン
トとしている。
 　公共下水道事業は、公共下水道の汚水処理及び雨水処理並びに特定環境保全公共下水道
の汚水処理を運営しているが、同一使用料体系を採用していることから１つの報告セグメントとして
いる。
　 農業集落排水事業は、農業集落排水施設の汚水処理並びに簡易排水施設の汚水処理を運
営しているが、同一使用料体系を採用していることから１つの報告セグメントとしている。
　 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（単位：千円）

セグメント負債

その他項目

　他会計繰入金

事業の内容

公共下水道計画区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

浄化槽処理促進区域における、合併処理浄化槽の整備、し尿・生活雑排水等
の処理

共同汚水処理区域における、し尿・生活雑排水等の処理

農業集落排水処理区域における、し尿・生活雑排水等の処理

リース契約により使用する固定資産

1,578,182円
2,367,273円
3,945,455円

1,982,400円

経常損益

セグメント資産

事業区分

営業収益

共同汚水処理施設事業

農業集落排水事業

公共下水道事業

市営浄化槽事業

　特別損失

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

　減価償却費
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